
.原稿校正、4.目次・資料編作成、5.会議録署 1.速記会社への日程連絡（開会の約半月前） 2.会議の録音（会議当日） 3.原稿校正（会議終了後） 4.目
名議員への署名依頼、6.会議録印刷依頼・組見本の確認・納品確認、7.会議録配布、8.インターネット配信 次・資料編作成（会議終了後適時） 5.会議録署名議員への署名依頼（会議終了後適時） 6.会議録印刷依頼
) 当該年度 ・組見本の確認・納品確認（会議終了後適時） 7.会議録配布（次回定例会前の議会運営委員会）8.インタ

執行計画 ーネット配信（会議録配布の翌日）
(3)事業内容 内　　容

会議録調整回数(定例会４回) 想定値 4当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 4

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 次回定例会前の議会運営委員会までに会議録を調整して公開する。 直接 実施した会議の会議録公開割合 ％ 100 100

令和 2年度 次回定例会前の議会運営委員会までに会議録を調整して公開する。 直接 実施した会議の会議録公開割合 ％ 100

令和 3年度 次回定例会前の議会運営委員会までに会議録を調整して公開する。 直接 実施した会議の会議録公開割合 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

1．印刷製本費 2,194 1．印刷製本費 2,094 1,481 1．印刷製本費 2,113 1．印刷製本費 2,113
2．筆耕翻訳料 4,023 2．筆耕翻訳料 4,061 3,174 2．筆耕翻訳料 4,098 2．筆耕翻訳料 4,098
3．会議録検索システム委託料 1,057 3．会議録検索システム委託料 1,045 920 3．会議録検索システム委託料 1,055 3．会議録検索システム委託料 1,055

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 7,274 合　　計 7,200 5,575 合　　計 7,266 合　　計 7,266
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7,274 7,200 5,575 7,266 7,266

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.45 0.45
正職員人件費 3,080 3,080 3,080 3,960 3,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,354 10,280 8,655 11,226 11,226
(11)単位費用

2,588.5千円／回 2,570千円／回 2,163.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方自治法及び会議規則により作成が義務付けられているため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地方自治法及び会議規則により作成が義務付けられているため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった ・本会議及び委員会審議の会議録を作成

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ・インターネットによる会議録の公開
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 再生紙を使用 会議録の作成（紙ベース）に再生紙を使用した。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初の予定どおり会議録を作成し公開できたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,280 74 8,655 84.19
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

会議録の印刷製本費が入札により安価で契約できたため。

0.71

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 会議録印刷製本費の単価が、入札により安価で契約が出

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 来たため、当初想定の経費以下となった。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.97

％ 10万円 1.16 119.59

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、地方自治法及び会議規則により作成が義務付けられている上、情報公開のため必要不可欠な事業であり、今後も現状通り推進してい
く。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 975 課コード 1101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 議会事務局・議会事務局

個別事業 会議録の調製 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,280 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方自治法第123条に会議録作成が規定されているため。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

会議録調整事務(1.速記会社への日程連絡、2.会議の録音、3



日程・行政視察日程に合わせての業務。
常整備管理業務。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

公用車稼働日(１３０日) 想定値 130当該年度
単位 日

活動結果指標 実績値 135

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 議長の対外業務への出席に際し、議長の安全性や移動の効率性を考慮しながら、常に適切な整備管理を行い、安全な公用車の運 直接 運転・維持管理の執行割合。 ％ 100 100
行業務を行う。

令和 2年度 議長の対外業務への出席に際し、議長の安全性や移動の効率性を考慮しながら、常に適切な整備管理を行い、安全な公用車の運 直接 運転・維持管理の執行割合。 ％ 100
行業務を行う。

令和 3年度 議長の対外業務への出席に際し、議長の安全性や移動の効率性を考慮しながら、常に適切な整備管理を行い、安全な公用車の運 直接 運転・維持管理の執行割合。 ％ 100
行業務を行う。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 20 消耗品費 20 5 消耗品費 20 消耗品費 20
燃料費 174 燃料費 199 111 燃料費 200 燃料費 200
使用料 40 使用料（有料道路・駐車場使用料） 36 20 有料道路・駐車場使用料 36 有料道路・駐車場使用料 36
賃借料 606 賃借料（議会公用車リース料） 603 603 議会公用車リース料 601 議会公用車リース料 1,485
バス借上料 42 バス借上料 40 0 バス借上料 40 バス借上料 40

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 882 合　　計 898 739 合　　計 897 合　　計 1,781
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 882 898 739 897 1,781

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1 1 1 1 1
正職員人件費 8,800 8,800 8,800 8,800 8,800

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,682 9,698 9,539 9,697 10,581
(11)単位費用

74.48千円／日 74.6千円／日 70.66
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市議会として、対外業務は不可欠なものであり支援事業が必要であるため。また、行政視察受け入れ送迎業務は、 ●①事前確認での想定どおり
駅からの利便性を考慮し必要であるため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

対外業務への出席や他市議会からの行政視察の訪問時の送迎も例年通りであったため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 対外業務への出席や他市議会からの行政視察の訪問時の送迎

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 のため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 該当なし

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ハイブリット車の導入 該当なし ○①想定どおり
□②生き物と共存している ●②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 予算が付かず、ハイブリット車への乗り換えができなかった ●不要

ため。
＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

安全な運転を行い、適切な管理を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,698 △16 9,539 98.36
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.17

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.03

％ 10万円 1.05 101.94

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
運転員を秘書広報課の職員と併任して配置し、３名の運転員で、市長、副市長、議長の運転業務に従事し、庁内の公用車の運転業務の効率化を
図っている。本事業は、議長、副議長の対外公務や、視察を受け入れるうえで必要不可欠な事業であることから、今後も現状通り推進していく
。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 976 課コード 1101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 議会事務局・議会事務局

個別事業 公用車の運転・管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,698 千円 (うち人件費 8,800 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

議会活動のため。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

議長、副議長等の対外公務での議長専用車による運行及び行政視察受入れのための送迎。並びに公用車の日 議長



会、全国市議会議長会への参画。 １．負担金の納入手続き
各種議長会は、緊密な連携をとりながら国等に対し要望活動を行う。 ２．総会出席の日程調整
また、議員及び議会事務局職員の資質向上を図る講演会及び研修会を行う。 当該年度 ３．随行

執行計画 ４．会議及び研修会への出席
(3)事業内容 内　　容 ５．表彰の推薦

６．表彰の伝達
会議参加数 想定値 17当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 16

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各種議長会は、緊密な連携をとりながら国等に対し要望活動を行う。 直接 各種議長会への参画する割合。 ％ 95 100
また、議員及び事務局職員の資質向上を図る講演会及び研修会を行う。

令和 2年度 各種議長会は、緊密な連携をとりながら国等に対し要望活動を行う。 直接 各種議長会への参画する割合。 ％ 100
また、議員及び事務局職員の資質向上を図る講演会及び研修会を行う。

令和 3年度 各種議長会は、緊密な連携をとりながら国等に対し要望活動を行う。 直接 各種議長会への参画する割合。 ％ 100
また、議員及び事務局職員の資質向上を図る講演会及び研修会を行う。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

１．全国市議会議長会負担金 588 １．全国市議会議長会負担金 588 588 １．全国市議会議長会負担金 588 １．全国市議会議長会負担金 588
２．関東市議会議長会負担金 95 ２．関東市議会議長会負担金 58 57 ２．関東市議会議長会負担金 58 ２．関東市議会議長会負担金 58
３．千葉県市議会議長会負担金 171 ３．千葉県市議会議長会負担金 171 163 ３．千葉県市議会議長会負担金 171 ３．千葉県市議会議長会負担金 171
４．東葛都市議会連絡協議会負担金 90 ４．東葛都市議会連絡協議会負担金 90 12 ４．東葛都市議会連絡協議会負担金 90 ４．東葛都市議会連絡協議会負担金 90
５．普通旅費・研修旅費 15 ５．普通旅費・研修旅費 19 9 ５．普通旅費・研修旅費 16 ５．普通旅費・研修旅費 16
６. 費用弁償 5 ６. 費用弁償 8 1 ６. 費用弁償 5 ６. 費用弁償 5
嘱託職員人件費 349 嘱託職員人件費 489 489 嘱託職員人件費 483 嘱託職員人件費 483

実施内容  議会庶務を行う２号嘱託職員0.15人 　議会庶務を行う２号嘱託職員0.2人 　議会庶務を行う２号嘱託職員0.2人 議会庶務を行う２号嘱託職員0.2人

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,313 合　　計 1,423 1,319 合　　計 1,411 合　　計 1,411
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,313 1,423 1,319 1,411 1,411

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.1 0.1 0 0
正職員人件費 0 880 880 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 349 483 483 483 483
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,313 2,303 2,199 1,411 1,411
(11)単位費用

93.79千円／回 135.47千円／回 137.44
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方分権が進行する中、地方議会の果たす役割は今まで以上に大きなものになり、市議会は全国的に連携を取り、議会の ●①事前確認での想定どおり
活性化を図るため必要であるため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

各議長会に参画し、想定どおり目標を達成したため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 各議長会に参画できるのは、議長又は副議長であるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
95 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

各議長会に参画し、想定どおり目標を達成したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 95 95
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,303 △990 2,199 95.48
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△75.4

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.34

％ 10万円 4.32 99.54

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は我孫子市議会が広域的に連携を取り、議会の活性化を図るために必要不可欠な事業であることから、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 977 課コード 1101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 議会事務局・議会事務局

個別事業 各種議長会への参画 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,297 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,303 千円 (うち人件費 880 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方自治の確立と都市の興隆発展を図るため。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

東葛都市議会連絡協議会、千葉県市議会議長会、関東市議会議長



月報酬支払い(４月～３月)
２．議員共済各種手続き、共済給付費・事務費負担金の支払い ２．期末手当支払い(６月・１２月)

当該年度 ３．議員共済各種手続き（年４回）
執行計画

(3)事業内容 内　　容

報酬を支払った議員数（延べ） 想定値 280当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 280

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 誤りなく報酬等の支払い、議員共済の各種手続きを行う。 直接 誤りなく支払う割合。 ％ 100 100

令和 2年度 誤りなく報酬等の支払い、議員共済の各種手続きを行う。 直接 誤りなく支払う割合。 ％ 100

令和 3年度 誤りなく報酬等の支払い、議員共済の各種手続きを行う。 直接 誤りなく支払う割合。 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

１．議員報酬 128,165 １．議員報酬 124,645 124,625 １．議員報酬 128,165 １．議員報酬 128,165
２．議員手当 54,468 ２．議員手当 52,224 51,210 ２．議員手当 54,468 ２．議員手当 54,468
３．議員共済費 48,720 ３．議員共済費 45,124 45,123 ３．議員共済費 47,072 ３．議員共済費 47,072
４．議会トータルシステム保守料 65 ４．議会トータルシステム保守料 66 66 ４．議会トータルシステム保守料 66 ４．議会トータルシステム保守料 66
嘱託職員人件費 582 嘱託職員人件費 490 489 嘱託職員人件費 483 嘱託職員人件費 483
　議会庶務を行う２号嘱託職員0.25人 　議会庶務を行う２号嘱託職員0.2人 　議会庶務を行う２号嘱託職員0.2人 　議会庶務を行う２号嘱託職員0.2人

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 232,000 合　　計 222,549 221,513 合　　計 230,254 合　　計 230,254
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 232,000 222,549 221,513 230,254 230,254

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.1 0.1 0 0
正職員人件費 0 880 880 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 582 483 483 483 483
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 232,000 223,429 222,393 230,254 230,254
(11)単位費用

9,666.67千円／人 797.96千円／人 794.26
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

議員活動に対する報酬及び退職者年金制度の確保のため必要であるため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

議員活動に対する報酬支払いは、基本的な業務であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 議員の個人情報を把握し、条例に基づき支給する必要がある

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ため。また議員年金に関しては、市議会議員共済会と綿密な
□その他 　促進された 連絡調整が必要であるため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

正確に業務を執行したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 223,429 8,571 222,393 99.54
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

3.69

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.04

％ 10万円 0.04 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、地方自治法により支給が義務付けられていることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 978 課コード 1101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 議会事務局・議会事務局

個別事業 議員報酬等支給業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 223,422 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 223,429 千円 (うち人件費 880 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方自治法第２０３条で報酬の支給が規定されているため。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

１．例月報酬及び期末手当の支払い １．例



委員会、議会運営委員会、予算・決算特別委員会)運営支援
(1.各部課との連絡調整、2.委員長議事次第書の作成、3.付託案件(議案・請願・陳情)の調整、4.委員会に 1.各部課との連絡調整（随時）　2.委員長議事次第書の作成（会期中）
おける傍聴者への対応、5.委員会終了後の議決結果の整理及び委員長報告の作成、6.閉会中の継続審査、7. 当該年度 3.付託案件(議案・請願・陳情)の調整（会期中）　4.委員会における傍聴者への対応（会期中）
継続調査(行政視察)の調整 執行計画 5.委員会終了後の議決結果の整理及び委員長報告の作成（会期中）

(3)事業内容 内　　容 6.閉会中の継続審査（随時）　7.継続調査(視察)の調整（５月～７月）

委員会等開催日数(41回／常任委員会14回、予算・決算9回）、議会運 想定値 32当該年度
営委員会18回) 単位 回

活動結果指標 実績値 41

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 予め定められた委員会日程に即した運営 直接 委員会日程に即した運営割合 ％ 100 100

令和 2年度 予め定められた委員会日程に即した運営 直接 委員会日程に即した運営割合 ％ 100

令和 3年度 予め定められた委員会日程に即した運営 直接 委員会日程に即した運営割合 ％ 100

今後ますます活性化が予想される委員会審査に対応した運営支援のあり方
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

1．委員会行政視察議員随行旅費 330 1．委員会行政視察議員随行旅費 220 136 1．委員会行政視察議員随行旅費 220 1．委員会行政視察議員随行旅費 220
2．委員会行政視察研修費用弁償 1,870 2．委員会行政視察研修費用弁償 1,320 912 2．委員会行政視察研修費用弁償 1,320 2．委員会行政視察研修費用弁償 1,320
3　研修負担金 20 3　研修負担金(委員会行政視察負担金) 20 0 3　委員会行政視察負担金 20 3　委員会行政視察負担金 20
4．参考人実費弁償 45 4．参考人実費弁償 43 1 4．参考人実費弁償 43 4．参考人実費弁償 43

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,265 合　　計 1,603 1,049 合　　計 1,603 合　　計 1,603
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,265 1,603 1,049 1,603 1,603

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.95 0.7 0.7 0.9 0.9
正職員人件費 8,360 6,160 6,160 7,920 7,920

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,625 7,763 7,209 9,523 9,523
(11)単位費用

332.03千円／回 242.59千円／回 175.83
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方自治法及び会議規則で規定されている委員会と委員長が主催する委員会運営において適切な事務的支援を行う必要が ●①事前確認での想定どおり
ある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

委員会審議を円滑に運営できたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地方自治法及び会議規則で規定されている委員会のため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ６月～１０月の委員会で上着、ネクタイの着用免除 クールビズの一環として５～１０月に行われる委員会で、上 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 着・ネクタイ着用免除を実施した。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

定められた日程で議会運営を実施することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,763 2,862 7,209 92.86
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

26.94

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.29

％ 10万円 1.39 107.75

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、議事機関として必要不可欠であるため、今後も委員会審議が活発に行われるよう、現状どおり事務的支援を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 981 課コード 1101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 議会事務局・議会事務局

個別事業 委員会運営の支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,763 千円 (うち人件費 6,160 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

円滑な委員会運営を行うための事務支援
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

委員会(常任委員会、議会運営委員会、予算・決算特別委員会)運営支援 委員会(常任



展開方向

政務活動費として、月額２５千円(年３０万円)を議員個人に年度当初に一括交付、年度末に領収書等証拠書 　１．交付時期　４月（２３名分）、１２月（２４名分）
類を添付して政務活動費収支報告書を議長に提出。収支報告書により残金が生じた場合は精算を行う事務。 　２．交付額　　２５千円×２３名×８ヶ月分、２５千円×２４名×４ヶ月分
収支報告書、支出明細書、領収書、出張報告書、視察報告書についてはホームページで公開する。 当該年度 　３．収支報告及び精算　１１月末、年度末

執行計画 　４．ホームページで公開　１月～２月、次年度５月～６月
(3)事業内容 内　　容 　

政務活動費を支給した議員数（延べ） 想定値 47当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 42

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 議員の調査研究等活動の基盤を強化し、議会の活性化を図る。 直接 使途基準に基づいた支出割合。 ％ 100 100

令和 2年度 議員の調査研究等活動の基盤を強化し、議会の活性化を図る。 直接 使途基準に基づいた支出割合。 ％ 100

令和 3年度 議員の調査研究等活動の基盤を強化し、議会の活性化を図る。 直接 使途基準に基づいた支出割合。 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

政務活動費交付金 7,200 政務活動費交付金 6,600 4,657 政務活動費交付金 7,200 政務活動費交付金 7,200
　25千円×12ヶ月×24名 　25千円×8ヶ月×21名（９月補正） 　25千円×12ヶ月×24名 　25千円×12ヶ月×24名
嘱託職員人件費 582 　25千円×4ヶ月×24名 嘱託職員人件費 483 嘱託職員人件費 483
　議会庶務を行う２号嘱託職員0.15人 嘱託職員人件費 490 489 　議会庶務を行う２号嘱託職員0.2人 　議会庶務を行う２号嘱託職員0.2人

　議会庶務を行う２号嘱託職員0.2人
　

実施内容 　

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 7,782 合　　計 7,090 5,146 合　　計 7,683 合　　計 7,683
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7,782 7,090 5,146 7,683 7,683

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 0 3,080 3,080 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 582 483 483 483 483
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,782 10,170 8,226 10,763 10,763
(11)単位費用

324.25千円／人 216.38千円／人 195.86
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方分権が進行する中、市民からの行政に対する要望は多様化し、地方議員の果たす役割は今まで以上に大きなものにな ●①事前確認での想定どおり
っている。議員の調査研究その他の活動も重要なものになっており、その支援事務が必要であるため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

使途基準に沿って執行され、条例に基づき残金は返納された。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 条例に基づく交付であること及び使途基準の見直しなど、議

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 会運営委員会での協議も必要なため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

条例・規則及び取り扱い基準に従い交付し、年度末に精算を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,170 △2,388 8,226 80.88
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

政務活動費未請求者が４月交付時では２名、１２月交付時では３名いた
ため。

△30.69

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 ４月及び１２月の交付時に、５名の議員が政務活動費を

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 請求しなかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.98

％ 10万円 1.22 124.49

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、議員の調査研究その他の活動が計画的に行われ、所期の目的を確実に果たすことができるよう支援するために必要不可欠な事業であ
ることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 983 課コード 1101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 議会事務局・議会事務局

個別事業 政務活動費交付業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,563 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 10,170 千円 (うち人件費 3,080 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

議員の調査研究その他の活動が計画的に行われ、所期の目的を確実に果たすことができるよう支援する。
施策目的・

(2)目的 事業目的



第書の作成、３．発 定例会・臨時会の本会議における議会運営支援
議案の整理及び審査、４．議場における傍聴者への対応、５．会議終了後の議決事項・選挙結果の整理を行 １．議事日程の作成
う。） 当該年度 ２．議長議事次第書の作成

執行計画 ３．発議案の整理及び審査
(3)事業内容 内　　容 ４．議場における傍聴者への対応

５．会議終了後の議決事項・選挙結果の整理
本会議開催日数(定例会、臨時会) 想定値 19当該年度

単位 日
活動結果指標 実績値 19

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 予め定められた会期日程に即した運営 直接 会期日程に即した運営割合 ％ 100 100

令和 2年度 予め定められた会期日程に即した運営 直接 会期日程に即した運営割合 ％ 100

令和 3年度 予め定められた会期日程に即した運営 直接 会期日程に即した運営割合 ％ 100

今後予想される会期日程の変更(通年議会)に対応した議会運営支援のあり方
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

１．放送設備保守点検委託料 51 １．放送設備保守点検委託料 52 50 １．放送設備保守点検委託料 52 １．放送設備保守点検委託料 52
２．消耗品費（紙バック120枚） 16 ２．消耗品費（紙バック120枚） 16 15 ２．消耗品費（紙バック120枚） 16 ２．消耗品費（紙バック120枚） 16
３．筆耕翻訳料（手話通訳） 80 ３．筆耕翻訳料（手話通訳） 80 0 ３．筆耕翻訳料（手話通訳） 80 ３．筆耕翻訳料（手話通訳） 80
４．議場マイクシステム賃借料 230 ４．議場マイクシステム賃借料 232 232 ４．議場マイクシステム賃借料 234 ４．議場マイクシステム賃借料 234

    
実施内容 　　　

　　
(8)施行事項

費　　用

予算(決算)額 合　　計 377 合　　計 380 297 合　　計 382 合　　計 382
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 377 380 297 382 382

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.4 0.7 0.7 1.1 1.1
正職員人件費 12,320 6,160 6,160 9,680 9,680

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,697 6,540 6,457 10,062 10,062
(11)単位費用

634.85千円／日 344.21千円／日 339.84
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方自治法に規定された市議会を議長が運営するに当たり、適切な事務的支援を行うことは必要である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地方自治法に規定された市議会を運営するにあたり、適切な事務的支援を行うことができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった ・議事日程の作成

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ・議長議事次第書の作成
□その他 　促進された ・発議案の整理及び審査

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ・傍聴者の管理
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ・会議終了後の議決事項・選挙結果の整理 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ・条例の送付、陳情・請願の送付 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他 ・意見書・決議書の送付
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ６月、９月議会で上着着用免除 クールビズの一環として５月～１０月に行われる本会議で上 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 着・ネクタイの着用免除を実施。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

会期日程に即した議会運営が出来た。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,540 6,157 6,457 98.73
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

48.49

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.53

％ 10万円 1.55 101.31

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、議事機関として必要不可欠な事業であることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 984 課コード 1101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 議会事務局・議会事務局

個別事業 本会議運営の支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,540 千円 (うち人件費 6,160 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

円滑な本会議運営を行うための事務支援
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

定例会・臨時会の本会議における議会運営支援（１．議事日程の作成、２．議長議事次



を受け入れ、我孫子市の先進施策やまちづくりをPRする。
展開方向

１．行政視察依頼 ○議員の先進地行政視察
　・議員が行う視察の日程等を相手の自治体と調整し、文書で依頼する。 　随時：議員からの要請を受け、視察先自治体との連絡調整及び依頼
２．行政視察来庁者対応 当該年度 ○行政視察来庁者対応
　・全国各地から行政視察で当市を訪れる議員の対応を行う。 執行計画 　随時：視察希望自治体との連絡調整及び当日の対応

(3)事業内容 内　　容

行政視察訪問及び受け入れ件数。 想定値 30当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 36

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 議員が行う行政視察の支援。 直接 訪問・受け入れ割合。 ％ 100 100

令和 2年度 議員が行う行政視察の支援。 直接 訪問・受け入れ割合。 ％ 100

令和 3年度 議員が行う行政視察の支援。 直接 訪問・受け入れ割合。 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

行政視察茶菓子代 28 行政視察茶菓子代 23 21 行政視察茶菓子代 23 行政視察茶菓子代 23
嘱託職員人件費 465 嘱託職員人件費 490 489 嘱託職員人件費 483 嘱託職員人件費 483
　議会庶務を行う２号嘱託職員0.2人 　議会庶務を行う２号嘱託職員0.2人 　議会庶務を行う２号嘱託職員0.2人  議会庶務を行う２号嘱託職員0.2人

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 493 合　　計 513 510 合　　計 506 合　　計 506
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 493 513 510 506 506

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.25 0.25 0.35 0.35
正職員人件費 4,840 2,200 2,200 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 465 483 483 483 483
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,333 2,713 2,710 3,586 3,586
(11)単位費用

177.77千円／件 90.43千円／件 75.28
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

各自治体での先進的な事例を調査研究し、市政に反映させるため。また、全国の自治体からの視察を受け入れ、我孫子市 ●①事前確認での想定どおり
の先進施策やまちづくりをＰＲできているため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

議員が政務活動で行う行政視察により、各自治体の先進事例を調査研究したため、また、全国の自治体から当市の施策に
対する行政視察の受け入れも行っているため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 行政視察の依頼及び当市への行政視察の受け入れは、相手市

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 議会との十分な調整が必要であり、市で実施する必要がある
□その他 　促進された ため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

行政視察の依頼を的確に行い、また、受け入れについても相手自治体の要望に十
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

分応えることが出来たため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,713 2,620 2,710 99.89
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

49.13

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.69

％ 10万円 3.69 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は各自治体での先進的な事例を調査研究し、市政に反映させるために、また全国自治体からの視察を受け入れ、我孫子市の先進施策やま
ちづくりをＰＲするために、必要不可欠な事業であることから、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 985 課コード 1101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 議会事務局・議会事務局

個別事業 視察依頼・来庁対応 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,706 千円 (うち人件費 2,200 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,713 千円 (うち人件費 2,200 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

議員が行う先進地視察等の調整を行い、議員の調査活動を支援する。また、全国各地の自治体からの議員視
施策目的・

(2)目的 事業目的 察



表の作成、3.委員会議事次第書 請願・陳情の受付
の作成、4.審査内容の整理(発議案の作成)、5.請願・陳情の提出者への審査結果報告、6.採択された請願・ 1.請願・陳情の受付及び内容の審査、2.請願・陳情文書表の作成、3.委員会議事次第書の作成、4.審査内容
陳情の執行部への送付、7.請願・陳情対応結果報告受付 当該年度 の整理(発議案の作成)、5.請願・陳情の提出者への審査結果報告、6.採択された請願・陳情の執行部への送

執行計画 付、7.請願・陳情対応結果報告受付
(3)事業内容 内　　容

請願・陳情受付件数 想定値 5当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 9

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 会期ごとの請願・陳情の効率的な受付 直接 会期ごとの請願・陳情の処理割合 ％ 100 100

令和 2年度 会期ごとの請願・陳情の効率的な受付 直接 会期ごとの請願・陳情の処理割合 ％ 100

令和 3年度 会期ごとの請願・陳情の効率的な受付 直接 会期ごとの請願・陳情の処理割合 ％ 100

提出方法及び内容等による区分と審査対象の整理
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

請願・陳情の受付 0 請願・陳情の受付 0 0 請願・陳情の受付 0 請願・陳情の受付 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.25 0.25 0.35 0.35
正職員人件費 2,200 2,200 2,200 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,200 2,200 2,200 3,080 3,080
(11)単位費用

440千円／件 440千円／件 244.44
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

請願及び陳情は市民に認められた権利であり、会期ごとに提出期限を定め、議会へ上程手続きを行っている。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

請願・陳情は市民に認められた権利であり、議会へ上程することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった ・請願・陳情の受付及び内容の審査

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ・請願・陳情文書表の作成
□その他 　促進された ・委員会議事次第書の作成

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ・審査内容の整理（発議案の作成）
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ・請願・陳情の提出者への審査結果報告 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ・採択された請願・陳情の執行部への送付 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他 ・請願・陳情対応結果報告受付
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

定例会ごとに請願・陳情を適正に処理できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 180 180
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,200 0 2,200 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 市民から市議会に対する要望が多かったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.55

％ 10万円 8.18 179.78

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は議事機関として必要不可欠な事業であることから、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 986 課コード 1101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 議会事務局・議会事務局

個別事業 請願・陳情の受付 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,200 千円 (うち人件費 2,200 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民に認められている権利を確保するため。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

請願・陳情の受付(1.請願・陳情の受付及び内容の審査、2.請願・陳情文書



信頼関係の強化及び議会の公正な運営を図る。
展開方向

１．議会ホームページデータ管理（定例会等の議会情報を随時更新する） １．議会ホームページデータ管理：定例会等の日程、一般質問要項、審査結果などを速やかに公表する。
２．議会だよりの編集発行（定例会等の審議内容および代表質問の要旨などを編集・発行する) ２．議会だよりの編集発行（毎回約４７，１００部印刷）：５月、８月、１１月、２月の各月１日に定例会
３．議会ライブ録画中継（定例会等の本会議の様子をインターネットを通して生中継し、発言者ごとなどに 当該年度 ・臨時会の審議結果及び一般質問の要旨などを編集・発行する。配布は、広報あびこと一緒に新聞折込で行
整理した録画を中継する） 執行計画 う。希望により宅配も行う。　３．議会ライブ録画中継：本会議および委員会の様子を生放送する。生放送

(3)事業内容 内　　容 ４．議会ライブ録画中継(常任委員会および特別委員会の様子をインターネットを通して生中継をするとと 終了後、整理した映像を録画中継としてホームページにアップする。　４．通年で公開請求を受付、公開業
もに、録画中継も行う) 務にあたる。
５．議会における情報公開請求受付及び公開業務 議会だより発行回数 想定値 4当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 4

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市民の議会活動への理解と関心を高める。 直接 議会活動の情報提供割合 ％ 100 100

令和 2年度 市民の議会活動への理解と関心を高める。 直接 議会活動の情報提供割合 ％ 100

令和 3年度 市民の議会活動への理解と関心を高める。 直接 議会活動の情報提供割合 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

１．議会だより作成印刷委託料 1,126 １．議会だより作成印刷委託料 1,136 1,130 １．議会だより作成印刷委託料 1,147 １．議会だより作成印刷委託料 1,147
２．議会だより折込手数料 152 ２．議会だより折込手数料 153 59 ２．議会だより折込手数料 154 ２．議会だより折込手数料 154
３．研修旅費 2 ３．研修旅費 2 0 ３．研修旅費 2 ３．研修旅費 2
４．研修負担金 21 ４．研修負担金 21 0 ４．研修負担金 21 ４．研修負担金 21
５．議会中継システム使用料 146 ５．議会中継システム使用料 145 143 ５．議会中継システム使用料 146 ５．議会中継システム使用料 146
　（本会議分　104千円） 　（本会議分　104千円） 　（本会議分　105千円） 　（本会議分　105千円）
　（委員会分　42千円） 　（委員会分　41千円） 　（委員会分　41千円） 　（委員会分　41千円）

実施内容 ６．議会中継システム運用委託料 843 ６．議会中継システム運用委託料 851 850 ６．議会中継システム運用委託料 858 ６．議会中継システム運用委託料 858
７．インターネット中継用カメラ・制 292 ７．インターネット中継用カメラ・制 297 296 ７．インターネット中継用カメラ・制 297 ７．インターネット中継用カメラ・制 297

(8)施行事項
費　　用    御システム等点検委託料    御システム等点検委託料  御システム等点検委託料  御システム等点検委託料

８．インターネット中継用映像データ 810 ８．インターネット中継用映像データ 818 651 ８．インターネット中継用映像データ 825 ８．インターネット中継用映像データ 825
作成委託料 作成委託料 作成委託料 作成委託料
９．情報公開受付 0 ９．情報公開受付 0 0 ９．情報公開受付 0 ９．情報公開受付 0
 嘱託職員人件費 117  嘱託職員人件費 246 245 嘱託職員人件費 240 嘱託職員人件費 240
議会庶務を行う２号嘱託職員0.05人 議会庶務を行う２号嘱託職員0.1人  議会庶務を行う２号嘱託職員0.1人  議会庶務を行う２号嘱託職員0.1人

予算(決算)額 合　　計 3,509 合　　計 3,669 3,374 合　　計 3,690 合　　計 3,690
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,509 3,669 3,374 3,690 3,690

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.05 0.2 0.2 0.35 0.35
正職員人件費 9,240 1,760 1,760 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 117 240 240 240 240
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,749 5,429 5,134 6,770 6,770
(11)単位費用

3,187.25千円／回 1,357.25千円／回 1,283.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民が議会活動への理解を深め、議会をより身近な存在とするため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

年４回の定例会等について、議会だより、議会ホームページ及び議会中継を通じて議会情報を公開することは、市民に対
して開かれた議会を進めるためにも有効な手段であり、今後も継続して行う必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 議会中継、議会録画中継を迅速に行うため。 □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 議員と密に連絡を取りながら作業を行うものや、即日に提供

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 するもの等があり、市独自の手法で対応する必要がある。
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

議会だよりは計画どおりの期日に４回発行でき、議会ホームページや議会中継で
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

も迅速・確実に情報を提供した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,429 7,320 5,134 94.57
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

57.42

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.84

％ 10万円 1.95 105.98

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
議会だより、議会ホームページ及び議会中継を通じて広く議会情報を公開することは、より市民に身近で開かれた議会を目指す上で有効な手段
であり、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 987 課コード 1101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 議会事務局・議会事務局

個別事業 議会情報の提供・情報公開 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,423 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 5,429 千円 (うち人件費 1,760 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

議会活動をＰＲ することにより、市民が議会活動への理解を深めることができる。
施策目的・

(2)目的 事業目的 また、市民と議会の



の維持管理。 通年で管理。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

管理延床面積(１，４５５㎡) 想定値 1,455当該年度
単位 ㎡

活動結果指標 実績値 1,455

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 議場、委員会室、会派控え室を適正に管理し円滑な議会運営を図る。 直接 適正に管理した割合。 ％ 100 100

令和 2年度 議場、委員会室、会派控え室を適正に管理し円滑な議会運営を図る。 直接 適正に管理した割合。 ％ 100

令和 3年度 議場、委員会室、会派控え室を適正に管理し円滑な議会運営を図る。 直接 適正に管理した割合。 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（消耗文具、複写機用紙） 138 消耗品費（消耗文具、複写機用紙） 133 118 消耗品費（消耗文具、複写機用紙） 133 消耗品費（消耗文具、複写機用紙） 133
修繕料(複写機パフォーマンスチャー 689 修繕料(複写機パフォーマンスチャー 566 166 修繕料(複写機パフォーマンスチャー 543 修繕料(複写機パフォーマンスチャー 543
　ジ料、放送・録音機器修理代） 　ジ料、放送・録音機器修理代） 　ジ料、放送・録音機器修理代） 　ジ料、放送・録音機器修理代）
食糧費（来客用お茶代など） 30 食糧費（来客用お茶代など） 30 13 食糧費（来客用お茶代など） 30 食糧費（来客用お茶代など） 30
通信運搬費（電話料金、郵便料金） 195 通信運搬費（電話料金、郵便料金） 184 166 通信運搬費（電話料金、郵便料金） 185 通信運搬費（電話料金、郵便料金） 185
事務機器使用料（複写機リース料） 69 事務機器使用料（複写機リース料） 126 40 事務機器使用料（複写機リース料） 151 事務機器使用料（複写機リース料） 151
印刷製本費（封筒など） 50 印刷製本費（封筒など） 50 49 印刷製本費（封筒など） 50 印刷製本費（封筒など） 50

実施内容 嘱託職員人件費 233 嘱託職員人件費 247 244 嘱託職員人件費 241 嘱託職員人件費 241
　議会庶務を行う２号嘱託職員0.1人 　議会庶務を行う２号嘱託職員0.1人 　議会庶務を行う２号嘱託職員0.1人 　議会庶務を行う２号嘱託職員0.1人

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,404 合　　計 1,336 796 合　　計 1,333 合　　計 1,333
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,404 1,336 796 1,333 1,333

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.05 0.05 0 0
正職員人件費 0 440 440 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 233 241 241 241 241
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,404 1,776 1,236 1,333 1,333
(11)単位費用

0.96千円／㎡ 1.22千円／㎡ 0.85
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

議会の円滑な運営には、適切な環境整備が必要であるため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

議会の円滑な運営のために、適切な議事堂等の現状管理を行ったため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 会議の運営・進行に沿った議場や委員会室の使用及び議長の

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 要望に沿った会派控室の適正な管理が必要であるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正な管理を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,776 △372 1,236 69.59
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

放送・録音機器修理代がかからなかったため。

△26.5

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 放送・録音機器修理代がかからなかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.63

％ 10万円 8.09 143.69

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は円滑な議会運営のために必要不可欠な事業であることから、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 988 課コード 1101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 議会事務局・議会事務局

個別事業 議場・控え室等の維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,770 千円 (うち人件費 440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,776 千円 (うち人件費 440 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

議場、委員会室、会派控え室等を適正に管理し円滑な議会運営を図る。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

議場、委員会室、会派控え室等



行政に関連する資料を収集及び地方自治法の規定による政府等から送付される資料を図書室に整理 1.新聞購読(毎日)　・新聞から行政・議会等に関連する記事を切り抜き、整理保管する。
・保存する 2.定期刊行物の購読(随時)　・議会運営の定期刊行物の購入及び図書への保管
 ・新聞の切り抜き　・月刊誌等の定期購読　・図書の購入　・図書の整理保管 当該年度 3.図書の購入(随時)　・議会運営の図書の購入及び図書室への保管
2.執行部への資料請求 執行計画 4.資料要求(随時)　・議員からの要請に基づき、執行部や他の自治体に対し資料の要求を行う。

(3)事業内容 内　　容

資料要求に基づく提供件数 想定値 50当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 34

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 議会審議の適正化と効率的な議会活動を支援する 直接 資料要求のあった資料提供割合 ％ 100 100

令和 2年度 議会審議の適正化と効率的な議会活動を支援する 直接 資料要求のあった資料提供割合 ％ 100

令和 3年度 議会審議の適正化と効率的な議会活動を支援する 直接 資料要求のあった資料提供割合 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

新聞・定期刊行物購読料 320 新聞・定期刊行物購読料 320 325 新聞・定期刊行物購読料 320 新聞・定期刊行物購読料 320
図書購入費 60 図書購入費 60 58 図書購入費 60 図書購入費 60
図書追録 240 図書追録 240 237 図書追録 240 図書追録 240

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 620 合　　計 620 620 合　　計 620 合　　計 620
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 620 620 620 620 620

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.05 0.05 0.1 0.1
正職員人件費 1,760 440 440 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,380 1,060 1,060 1,500 1,500
(11)単位費用

47.6千円／件 21.2千円／件 31.18
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

行政が複雑・高度化していることから、議会審査や住民のニーズを背景とした議会活動を支援するため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

議会活動が活発に行われるためには、最新の情報収集・整理が求められるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 最新の社会情勢の動向に対応し、市の置かれた状況及び議会

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 審議に適した資料の収集、整理を行う必要があるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

議員から執行部への資料要求について、議員の要望を十分把握し迅速に対応し、
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

執行部の協力を得て、議員に資料を提供することができたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,060 1,320 1,060 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

55.46

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 9.43

％ 10万円 9.43 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
最新の社会情勢に対応し、市の置かれた状況及び議会審議に適した資料の収集、整理を行う必要があり、今後も引き続き当該事業を推進してい
く。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 989 課コード 1101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 議会事務局・議会事務局

個別事業 資料収集・図書の整備保存 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,060 千円 (うち人件費 440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

議会に必要な資料の収集や図書の整理保存を行い、多様化する市民ニーズを背景とした議会活動を支援する
施策目的・

(2)目的 事業目的 。
展開方向

1.議会や


